別紙様式第１号
	文書番号（任意記載）
	

	申請年月日
	令和　年　月　日



	申請団体等名称
	

	代表者役職及び氏名
	



	申請先
	農村振興局長




事業実施計画　承認申請

令和　年度
地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）のうち
地域資源活用・地域連携中央サポートセンター運営事業


- 15 -



１―１　事業実施主体等
	フリガナ
	　

	団体等名称
	　

	氏名フリガナ
	　

	代表者役職及び氏名
	　

	氏名フリガナ
	　

	連絡窓口担当者役職及び氏名（注１）
	　

	団体等の主たる事務所の所在地
	　

	団体等の連絡先TEL
	　

	団体等の連絡先E-mail
	　

	法人番号
	 


注１　連絡窓口が代表者と同一の場合は記入する必要はありません。

１－２　事業実施主体の概要
	










２　本事業の目的・必要性と取組の概要
	












３　成果目標及び効果
	







注１　達成すべき成果目標及び効果について定量的に記入してください。（定量的な目標例：中央プランナー等の派遣件数や中央プランナー等の支援により経営改善戦略を策定した支援対象者等の人数等）





４　事業実施内容
	［具体的な取組内容］
１　中央委員会の設置・運営等













２　地域資源活用・地域連携人材バンクの設置・運営等
　　※中央プランナー等の選定に係る審査方法については必ず記載ください。













３　都道府県サポートセンター等に対するサポート活動











［取組内容ごとの実施スケジュール］
	番号
	取組内容（注２）
	スケジュール

	
	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	1
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	










５　事業計画とその経費の内訳（※　積算資料を添付して下さい。）
単位：千円
	取組内容（注１）
	総事業費
	本交付金
	他の補助金等
	自己資金
	計算式等（注２）

	
	①=②＋③＋④
	②
	③
	④
	

	中央委員会の設置・運営等
	　
	　
	　
	　
	

	地域資源活用・地域連携支援人材バンクの設置・運営等
	　
	　
	　
	　
	

	都道府県サポートセンター等に対するサポート活動
	　
	　
	　
	　
	

	合　　計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	備　考（注３）
	他の補助金等：
自己資金調達先：


注１　「４　事業実施内容」との内容の整合を図ってください。
注２　経費積算の根拠（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を記載してください
注３　他の補助金等を活用する場合は、活用する事業の所管団体及び事業の名称等を備考欄に記載してください。
　　　自己資金を活用する場合は、自己資金の調達先及び調達方法を記載してください。
　　　また、当該事業により収入が生じる場合は、その旨を記載してください。
注４　交付金の交付決定前に発生する経費は、自己負担となります。
注５　事業の一部を他の民間団体に委託する場合は、該当部分の経費が分かるように記載するとともに、委託契約書案及び委託先の概要が分かる資料を添付してください。
注６　謝金及び賃金については、単価及びその単価が妥当で適正であることを示す根拠資料（事業実施主体の謝金規程や雇用契約に基づく時間当たり単価等）を添付してください。



６　個人情報の適正な取扱いを確保するための措置・中央プランナー等の秘密保持のための措置
	



















７　事業の実施体制及び役割分担
	［実施体制図］





［会計事務の審査体制］
	通常の審査体制
	代表者が不在になった時の地位承継者

	
	代表者
	
	
	代表者

	

	
	実務責任者
	　
	
	実務責任者

	

	
	経理責任者
	　
	
	経理責任者

	



［会計監査及び事務監査の方法］





注１　事業に関係する者の全体像及び会計事務の審査体制が把握できるよう、図表（体制図）を用いて記載してください。
注２　連携する地方公共団体（都道府県、市町村）、研究機関等があれば（予定を含む）、実施体制図にそれぞれの割合を含めて記載してください。
注３　事業実施主体の代表者、実務責任者、経理責任者又は代表者が不在となった場合の地位承継者等を必ず記入してください。また、代表者、実務責任者、経理責任者等の経歴や実績の分かる資料を添付してください。
注４　再委託を行う場合は、再委託先の名称、業務内容及び業務範囲を明記してください（事業全体の企画及び立案並びに根幹に関わる執行管理について再委託をすることはできません）。



８　添付資料（添付している書類の欄に「〇」を記入してください。）
	　　①　事業実施主体の設立趣意書、定款、規約等
	　

	　　②　事業実施主体の活動内容の概要が分かる資料
	　

	　　③　過去３年間の事業報告（設立して間もない事業実施主体については、設立後現在までの期間の事業実績が分かる資料）
	　

	　　④　過去３年間の収支決算（決算書、貸借対照表、損益計算書。設立して間もない事業実施主体については、設立後現在までの期間の資料）
	　

	　　⑤　事業実施主体の役員・職員名簿及び組織図
	

	　　⑥　事業を主導する代表者、実務責任者及び経理責任者のこれまでの取組実績並びに提案された事業の実施に必要なノウハウ、マネジメント能力、経理処理能力等を有しているかを判断するための資料
	　

	　　⑦　事業にかかる経費の算出決定の根拠となる資料
	　

	　　⑧　「みどりチェック」チェックシート
	


※上記①～⑧は、全て必要です。確認の上、添付した書類の確認欄に「〇」を記入してください。

[bookmark: _Hlk218520591]別添

「みどりチェック」チェックシート（民間事業者・自治体等向け）
	事業名
	

	組織名
	

	代表者氏名
	

	住所
	

	連絡先
	解説書




[image: QR コード

AI 生成コンテンツは誤りを含む可能性があります。]・交付申請時に、全ての項目にチェックを入れ、事業実施期間中に各項目の内容に取り組んでください。
・実績報告時に、取り組んだ項目にチェックをして提出してください。
・各項目において、どのような取組を行えばよいか分からない場合は、解説書をご覧ください
・※の記載項目に「該当しない」場合は□にチェックしてください。　
　
	チェック
（事業申請時）
	チェック
（実績報告時）
	環境関係法令の遵守等

	□
	□
	1 
	みどりの食料システム戦略の理解

	□
	□
	2 
	関係法令の遵守

	□
	□
	3 
	環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める

	□
	□
	4 
	正しい知識に基づく作業安全に努める

	
	
	エネルギーの節減、適正な施肥、適正な防除

	□
	□
	5 
	省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしない（照明、空調、ウォームビズ・クールビズ、燃費効率のよい機械の利用等）ように努める

	□
	□
	6 
	環境負荷低減に配慮した商品、原料、農産物等の調達を検討

	
	
	悪臭及び害虫の発生防止

	□
	□
	7 
	※肥料・飼料等の製造を行う場合（該当しない□）
悪臭・害虫の発生防止・低減に努める

	
	
	廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分

	□
	□
	1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
	プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理

	□
	□
	9 
	資源の再利用を検討

	
	
	生物多様性への悪影響の防止

	□
	□
	10 
	※生物多様性への影響が想定される工事等を実施する場合（該当しない□）
生物多様性に配慮した事業実施に努める

	□
	□
	11 
	※特定事業場である場合（該当しない□）
排水処理に係る水質汚濁防止法の遵守


②の関係法令の遵守の対象となる法令は、肥料の品質の確保等に関する法律（昭和25年法律第127号）、農薬取締法（昭和23年法律第82号）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）、食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平成12年法律第116号）、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第112号）、水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）及び合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（平成28年法律第48号）並びにこれらの法律に基づく命令とする。
	＜報告内容の確認と個人情報の取り扱いについて＞
・本チェックシートにて報告された内容については、農林水産省等が対象者を抽出し、実施状況の確認を行います。
・記入いただいた個人情報については、本チェックシートの実施状況確認のために農林水産省等で使用し、
ご本人の同意がなければ第三者に提供することはありません。
上記について、確認しました→□　　






別紙様式第２－１号
	文書番号（任意記載）
	

	申請年月日
	令和　年　月　日



	申請団体等名称
	

	代表者役職及び氏名
	



	申請先
	農村振興局長




事業実施計画　承認申請

令和　年度
地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）のうち
地域資源活用・地域連携促進事業



１―１　事業実施主体等
	フリガナ
	　

	団体等名称
	　

	氏名フリガナ
	　

	代表者役職及び氏名
	　

	氏名フリガナ
	　

	連絡窓口担当者役職及び氏名（注１）
	　

	団体等の主たる事務所の所在地
	　

	団体等の連絡先TEL
	　

	団体等の連絡先E-mail
	　

	法人番号
	　


注１　連絡窓口が代表者と同一の場合は記入する必要はありません。


１－２　事業実施主体の概要
	








[bookmark: _Hlk137111315]２　本事業の目的・必要性と取組の概要
	








３　成果目標及び効果
	



注１　達成すべき成果目標及び効果について定量的に記入してください。
注２　本事業を実施することで、農山漁村における起業促進にどのように貢献するかが明らかになるよう具体的に記載してください。


４　事業実施内容
	［具体的な取組内容］














［取組内容ごとの実施スケジュール］
	番号
	取組内容（注２）
	スケジュール

	
	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	1
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
















５　事業計画とその経費の内訳（※　積算資料を添付して下さい。）
単位：千円
	実施内容と主な経費

	取組内容（注１）
	総事業費
	本交付金
	他の補助金等
	自己資金
	計算式等
（注２）

	
	2 =②＋③＋④
	②
	③
	④
	

	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	備　考（注３）
	他の補助金等：
自己資金調達先：


注１	「４　事業実施内容」との内容の整合を図ってください。
注２	経費積算の根拠（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を記載してください
注３	他の補助金等を活用する場合は、活用する事業の所管団体及び事業の名称等を備考欄に記載してください。自己資金を活用する場合は、自己資金の調達先及び調達方法を記載してください。また、当該事業により収入が生じる場合は、その旨を記載してください。
注４	交付金の交付決定前に発生する経費は、自己負担となります。
注５	事業の一部を他の民間団体に委託する場合は、該当部分の経費が分かるように記載するとともに、委託契約書案及び委託先の概要が分かる資料を添付してください。
注６　謝金及び賃金については、単価及びその単価が妥当で適正であることを示す根拠資料（事業実施主体の謝金規程や雇用契約に基づく時間当たり単価等）を添付してください。

（添付資料）
１	積算資料
２	謝金、賃金、手当については、その単価の根拠
３	他者に事業の一部を委託して行わせる場合は、委託契約書の案
４	他者に事業の一部を委託して行わせる場合であって委託先が決定している場合は、委託先の概要が分かる資料

６　個人情報の適切な取扱いを確保するための措置
	











７　事業の実施体制及び役割分担
	［実施体制図］




［会計事務の審査体制］
	通常の審査体制
	代表者が不在になった時の地位承継者

	
	代表者
	
	
	代表者
	

	
	実務責任者
	　
	
	実務責任者
	

	
	経理責任者
	　
	
	経理責任者
	



［会計監査及び事務監査の方法］





注１　事業に関係する者の全体像及び会計事務の審査体制が把握できるよう、図表（体制図）を用いて記載してください。
注２　連携する地方公共団体（都道府県、市町村）、研究機関等があれば（予定を含む）、実施体制図にそれぞれの割合を含めて記載してください。
注３　事業実施主体の代表者、実務責任者、経理責任者又は代表者が不在となった場合の地位承継者等を必ず記入してください。また、代表者、実務責任者及び経理責任者等の経歴や実績の分かる資料を添付してください。
注４　再委託を行う場合は、再委託先の名称、業務内容及び業務範囲を明記してください（事業全体の企画及び立案並びに根幹に関わる執行管理について再委託をすることはできません）。


８　添付資料（添付している書類の欄に「〇」を記入してください。）
	1 　事業実施主体の設立趣意書、定款、規約等
	

	2 　事業実施主体の活動内容の概要が分かる資料
	

	3 　過去３年間の事業報告（設立して間もない提案者については、設立後現在までの期間の事業実績が分かる資料）
	

	4 　過去３年間の収支決算（決算書、貸借対照表、損益計算書。設立して間もない提案者については、設立後現在までの期間の資料）
	

	5 　事業実施主体の役員・職員名簿及び組織図
	

	　　⑥　事業を主導する代表者、実務責任者及び経理責任者のこれまでの取組実績並びに提案された事業の実施に必要なノウハウ、マネジメント能力、経理処理能力等を有しているかを判断するための資料
	

	　　⑦　事業にかかる経費の算出決定の根拠となる資料
	

	⑧　「みどりチェック」チェックシート
	


※上記①～⑧は、全て必要です。確認の上、添付した書類の確認欄に「〇」を記入してください。
※上記⑧は、別紙様式第１号の別添「みどりチェック」チェックシートを用いて作成する。
別紙様式第２－２号
	文書番号（任意記載）
	

	申請年月日
	令和　年　月　日



	申請団体等名称
	

	代表者役職及び氏名
	



	申請先
	




事業実施計画　承認申請

令和　年度
地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）のうち
地域資源活用・地域連携促進事業
（農林水産  地方創生センターの設置等を行うもの）

































別添１　総括表

	取組内容
	総事業費
①＝②＋③
	負　担　区　分
	事業の委託
	備考

	
	
	本交付金
②
	事業実施主体
③
	
	

	
	千円
	千円
	千円
	
(1)委託先
(2)委託する事業の内容及び当該事業に要する経費

















	

	
合　　　　計

	


	


	


	


	


（注）１　取組内容は、農林水産  地方創生センターの設置・運営、事業説明会等の開催、地域へのヒアリング・企業等とのマッチング（企業等のリストアップ、地域と企業等の個別面談）・事業化までの伴走支援といった取組ごとに記載すること。
　　　２　備考欄は、取組内容欄に掲げる経費及び事業の経費の根拠（経費内容、単価、数量、員数等）を詳細に記載すること。
　　　３　備考欄は別葉とすることができる。
      ４　備考欄は、消費税仕入控除税額を減額した場合には「減額した金額〇〇〇円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること。

（添付資料）
　１　謝金、賃金、手当については、その単価の根拠
　２　他者に事業の一部を委託して行わせる場合は、委託契約書の案
　３　他者に事業の一部を委託して行わせる場合であって委託先が決定している場合は、委託先の概要が分かる資料
　４　「みどりチェック」チェックシート
※別紙様式第１号の別添「みどりチェック」チェックシートを用いて作成する。

別添２　農林水産  地方創生センターの設置等を行う事業
	都道府県名
	



１　事業の必要性・目的及び効果
（１）事業の必要性・目的
	




（２）事業の効果
	




２　事業の実施方針
	



（注）事業の全部又は一部を委託する場合は、どのようにして委託先と連携を密にした事業の運営を図るかについても記載すること。

３　成果目標
（１）定量的な目標
	
	事業実施年度
（　年）

	事業説明会・成果報告会等の実施回数
	回

	官民共創に係る個別面談件数（農林水産  地方創生センターの設置・運営及び説明会等の開催に係るものは除く）
	件



（２）成果目標の検証方法
	




４　事業内容
（１）組織体系図
	




（２）事業説明会・成果報告会等の開催計画
	開催時期
	開催場所
	参加人数
	開催内容
	備考

	
	
	
	
	



（３）個別マッチングに係る計画
	
	第１四半期
（４～６月）
	第２四半期
（７～９月）
	第３四半期
（10～12月）
	第４四半期
（１～３月）
	
合計

	地域へのヒアリング件数（件）
	
	
	
	
	

	地域と民間企業等の個別面談件数（件）
	
	
	
	
	







別紙様式第３号
	文書番号（任意記載）
	

	申請年月日
	令和　年　月　日



	申請団体等名称
	

	代表者役職及び氏名
	



	申請先
	農村振興局長




事業実施計画　承認申請

令和　年度
地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）のうち
地域の食の絆強化推進運動事業






























１―１　事業実施主体等
	フリガナ
	　

	団体等名称
	　

	氏名フリガナ
	　

	代表者役職及び氏名
	　

	氏名フリガナ
	　

	連絡窓口担当者役職及び氏名（注１）
	　

	団体等の主たる事務所の所在地
	　

	団体等の連絡先TEL
	　

	団体等の連絡先E-mail
	　

	法人番号
	　


注１　連絡窓口が代表者と同一の場合は記入する必要はありません。


１－２　事業実施主体の概要
	








２　本事業の目的・必要性と取組の概要
	








３　成果目標及び効果
	



注１　達成すべき成果目標及び効果について定量的に記入してください。
　　　なお、目標年度は事業実施年度から原則１年以内とし、成果目標ごとに設定すること。
注２　本事業を通じて、地域産品の消費拡大にどのように、どの程度貢献するかが明らかになるよう成果目標を設定すること。 
注３  ○地区以上にコーディネーター派遣を行う等の成果目標を設定すること。 
記載した目標の達成状況を定量的に確認できる成果目標を設定すること。 
注４　１から３までを踏まえて設定した成果目標の計測・確認方法を明らかにし、事業の実施前後で比較し、検証する方法を記載すること。

４　事業実施内容
	［具体的な取組内容］


















［取組内容ごとの実施スケジュール］
	[bookmark: _Hlk152603984]番号
	取組内容（注２）
	スケジュール

	
	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	1
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	









５　事業計画とその経費の内訳（※　積算資料を添付して下さい。）
単位：千円
	取組内容（注１）
	総事業費
	本交付金
	他の補助金等
	自己資金
	計算式等
（注２）

	
	①=②＋③＋④
	②
	③
	④
	

	　
	　
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	　
	

	合　　計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	備　考（注３）
	他の補助金等：
自己資金調達先：


注１　「４　事業実施内容」との内容の整合を図ってください。
注２　経費積算の根拠（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を記載してください
注３　他の補助金等を活用する場合は、活用する事業の所管団体及び事業の名称等を備考欄に記載してください。
　　　自己資金を活用する場合は、自己資金の調達先及び調達方法を記載してください。
　　　また、当該事業により収入が生じる場合は、その旨を記載してください。
注４　交付金の交付決定前に発生する経費は、自己負担となります。
注５　事業の一部を他の民間団体に委託する場合は、該当部分の経費が分かるように記載してください。
注６　謝金及び賃金については、単価及びその単価が妥当で適正であることを示す根拠資料（事業実施主体の謝金
規程や雇用契約に基づく時間当たり単価等）を添付してください。


６　個人情報の適切な取扱いを確保するための措置
	











７　事業の実施体制及び役割分担
	［実施体制図］










［会計事務の審査体制］
	通常の審査体制
	代表者が不在になった時の地位承継者

	
	代表者
	
	
	代表者
	

	
	実務責任者
	　
	
	実務責任者
	

	
	経理責任者
	　
	
	経理責任者
	



［会計監査及び事務監査の方法］





注１　事業に関係する者の全体像及び会計事務の審査体制が把握できるよう、図表（体制図）を用いて記載してください。
注２　連携する地方公共団体（都道府県、市町村）、研究機関等があれば（予定を含む）、実施体制図にそれぞれの割合を含めて記載してください。
注３　事業実施主体の代表者、実務責任者、経理責任者又は代表者が不在となった場合の地位承継者等を必ず記入してください。また、代表者、実務責任者、経理責任者等の経歴や実績の分かる資料を添付してください。
注４　再委託を行う場合は、再委託先の名称、業務内容及び業務範囲を明記してください（事業全体の企画及び立案並びに根幹に関わる執行管理について再委託をすることはできません）。


８　添付資料（添付している書類の欄に「〇」を記入してください。）
	1 　事業実施主体の設立趣意書、定款、規約等
	　

	2 　事業実施主体の活動内容の概要が分かる資料
	　

	3 　過去３年間の事業報告（設立して間もない提案者については、設立後現在までの期間の事業実績が分かる資料）
	　

	4 過去３年間の収支決算（決算書、貸借対照表、損益計算書。設立して間もない提案者については、設立後現在までの期間の資料）
	　

	5 　事業実施主体の役員・職員名簿及び組織図
	

	6 　事業を主導する代表者、実務責任者及び経理責任者のこれまでの取組実績並びに提案された事業の実施に必要なノウハウ、マネジメント能力、経理処理能力等を有しているかを判断するための資料
	　

	7 　事業にかかる経費の算出決定の根拠となる資料
	　

	8 「みどりチェック」チェックシート
	


※上記①～⑧は、全て必要です。確認の上、添付した書類の確認欄に「〇」を記入してください。
[bookmark: _Hlk221096639]※上記⑧は、別紙様式第１号の別添「みどりチェック」チェックシートを用いて作成する。
別紙様式第４号
	文書番号（任意記載）
	

	申請年月日
	令和　年　月　日



	申請団体等名称
	

	代表者役職及び氏名
	



	申請先
	




事業実施計画　承認申請

令和　年度
地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）のうち
地域資源活用・地域連携都道府県サポート事業

































別添１　総括表

	事業種類
	取組内容
・経費区分
	事業費
	負　担　区　分
	事業の委託
	備考

	
	
	
	本交付金
	事業実施主体
	
	

	地域資源活用・地域連携都道府県サポート事業
	
	千円
	千円
	千円
	
(1)委託先
(2)委託する事業の内容及び当該事業に要する経費
	
























	
合　　　　　計

	


	


	


	


	




（注）１　取組内容は、実施要領別記２－２の別表１の具体的な事業内容の区分ごとに記載すること。
２　経費区分は、実施要領別記２－２の別表１の対象経費に示す内容ごとに記載すること。
　　　３　備考欄は、取組内容・経費区分欄に掲げる経費及び事業の委託欄の（２）に掲げる経費の根拠（経費内容、単価、数量、員数等）を詳細に記載すること。
　　　４　備考欄は別葉とすることができる。
      ５　備考欄は、消費税仕入控除税額を減額した場合には「減額した金額〇〇〇円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること。

（添付資料）
　１　謝金、賃金、手当については、その単価の根拠
　２　他者に事業の一部を委託して行わせる場合は、委託契約書の案
　３　他者に事業の一部を委託して行わせる場合であって委託先が決定している場合は、委託先の概要が分かる資料
　４　「みどりチェック」チェックシート
※別紙様式第１号の別添「みどりチェック」チェックシートを用いて作成する。

別添２　地域資源活用・地域連携都道府県サポート事業
	都道府県名
	



１　事業の目的及び効果
（１）事業の目的
	　　　




（２）事業の効果
	　　　　




２　事業の実施方針
	　　



（注）事業の全部又は一部を委託する場合は、どのようにして委託先と連携を密にした事業の運営を図るかについても記載すること。

３　成果目標
（１）定量的な目標
	
	事業実施年度
（　年）

	支援対象者等の人数（新規）
	人

	支援対象者等の人数（継続）
	人

	地域プランナー等の派遣回数
	回

	付加価値額を増加させる支援対象者の割合
	％


（注）付加価値額を増加させる支援対象者の割合は、支援対象者等が目標設定した付加価値額について、事業実施翌年度と事業実施前年度を比較して増加させる者の割合を記載すること。

（２）成果目標の検証方法
	




４　事業内容
（１）組織体系図
	



（注）統括企画推進員、企画推進員、経理責任者の配置、その他補助者を含めた組織体制を整理して記載すること。

（２）統括 企画推進員及び企画推進員の関連業務の知見や経験等の有無
	


（注）経営分析や各種支援策に関する知見のほか、地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出を円滑に進めるためのデジタル技術の活用に関する知見等についても記載すること。

（３）関係機関との連携の体制図
	　　　



　　　（注）都道府県サポートセンターと連携する機関の名称、その役割等を整理して記載すること。

（４）地域委員会の開催計画（活動方針の検討、地域プランナーの選定、活動評価等の実施）
	開催時期
	開催場所
	参加人数
	開催内容
	備考

	
	
	
	
	



（５）地域プランナーの選定基準の内容
	




（６）地域プランナーの登録手続
	



（注）書類審査、面接等の手続、手法について記載すること。

（７）地域プランナーの専門分野別登録予定人数
	専門分野
	登録予定人数
	備考

	
うちデジタル人材
	
	



（８）サポート活動の計画
	
	第１四半期
（４～６月）
	第２四半期
（７～９月）
	第３四半期
（10～12月）
	第４四半期
（１～３月）
	
合計

	地域プランナーの派遣件数（件）
	
	
	
	
	

	企画推進員による対応（件）
	電話
	
	
	
	
	

	
	訪問
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	



（９）地域プランナーの評価の方法
	




（10）支援後の経営改善状況調査の方法
	




（11）都道府県サポートセンターの開設時期（計画）
　　　　年　月　日　～　　年　月　日

５　地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出の推進にかかる取組状況等
　　別記２－２の第７の１の（１）（⑦及び⑧を除く。）に係る事項を記載する。
（１）「地域資源活用・地産地消推進協議会」を設置しているか。
	　　
	該当する
	
	該当しない


　　　
（２）（１）で「該当する」を選択した場合、当該協議会の情報を記載する。
	名称
	設置年月日
	構成員
	事務局

	
	
	
	



（３）「都道府県戦略」を策定しているか。
	　　
	該当する
	
	該当しない



（４）（３）で「該当する」を選択した場合、都道府県戦略に掲げた目標の達成状況
	目標内容
	目標値
	実績値
	達成率

	
	
	
	


（注）申請年度の前年度の状況を記載すること。

（５）直近３年間において地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出に取り組む人材の育成を行っているか（国庫補助の活用は問わない。）。
	　　
	該当する

	
	該当しない




（６）（５）で「該当する」を選択した場合、人材育成に関する目標の達成状況
	目標内容
	目標値
	実績値
	達成率

	
	
	
	


（注）申請年度の前年度の状況を記載すること。

（７）「地域資源活用・地域連携事業体」を支援する体制が整備されており、多様な事業者と連携した価値創出の取組に対する支援事例があるか。
	　　
	整備されている
支援事例　有
	
	整備されている
支援事例　無
	
	整備されていない



（８）（７）で「該当する」を選択した場合、以下の該当する項目に○を入力
	
	都道府県サポートセンターの設置

	
	その他の取組



（９）都道府県サポートセンターを設置している場合、設置年月日を記載
	設置年月日

	



（10）「地域資源活用・地産地消推進協議会や人材育成研修会の場において、国の支援制度や参考となる全国各地の取組事例、サポートセンターと連携した支援情報」を地域資源活用・地域連携事業体や市町村、商工会等の関係する機関に対して情報提供しているか。
	　　
	該当する
	
	該当しない



６　添付書類
（１）地域プランナーの情報管理に関する書類
1 個人情報の取扱いに関する規程等
2 地域プランナー登録者に提出を求める秘密保持に関する誓約書

（２）地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出の推進にかかる取組状況等に関する書類
　　　　次に定める内容に該当する場合は、必要な書類を添付すること。
1 ５の（８）において、「その他の取組に該当する」を選択した場合にあっては、支援体制が整備されていることが確認できる書類
2 ５の（10）において、「該当する」を選択した場合にあっては、関係機関等へ情報提供した内容が確認できる書類


別添３　地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出に関する戦略の策定

１　事業の目的及び効果等
（１）事業の目的
	



　　　　（注）１　地域の課題と課題を踏まえた事業の目的を記載すること。
　　　　　　　２　策定する戦略が地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出の取組や活用する地域資源等がどのように寄与するか記載すること。

（２）事業の効果
	



　　　（注）１　事業で実施する取組が地域農業や地域経済にどのように波及するか記載すること。
　　　　　　２　策定した戦略の活用方法等を記載すること。

（３）事業の実施方針
　　　ア　事業実施年度の実施方針
	



　　　（注）事業実施年度における戦略の方向性及び策定スケジュールを記載すること。

　　　イ　事業実施年度以降の実施方針
	



　　　（注）事業実施年度以降の地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出等を推進するための取組及びスケジュールを記載すること。

（４）事業の成果目標
ア　成果目標の概要
	



　　　（注）達成すべき定量的な数値目標を記載すること。

　　　イ　定量的な目標の推移
	定量的な目標
	事業実施前年度
（　年）
	事業実施年度
（　年）
	第２年度
（　年）
	第３年度
（　年）

	


	
	
	
	

	第４年度
（　年）
	第５年度
（　年）

	


	



（注）目標年度は事業実施年度から原則、５年程度又は事業実施年度とし、目標年度までの間の定量的な数値目標を記載すること。


ウ　事業成果・効果の検証方法
	



（注）１　イの目標の達成状況を確認できる成果指標を記載すること。
　　　２　上記指標の計測・確認方法を明らかにし、事業の実施前後を比較し、検証する方法を記載すること。

エ　目標年度までの事業活動
	



（注）イにおいて、設定した目標年度までの年度に取り組む予定の事業内容を記載すること。

（５）事業内容
ア　地域資源活用・地産地消推進協議会の設置
	名称
	設置年月日
	構成員
	事務局

	
	
	
	



イ　地域資源活用・地産地消推進協議会の開催
	実施時期
	実施内容
	実施場所
	備考

	
	
	
	

	戦略の策定（更新）予定年月日
	



ウ　戦略に基づく交流会の開催
	実施時期
	実施内容
	実施場所
	参加人数

	
	
	
	




別添４　人材育成研修会の開催

１　事業の目的及び効果等
　（１）事業の目的
	



　　　　（注）１　地域の課題と、課題を踏まえた事業の目的を記載すること。
　　　　　　　２　人材育成研修会が地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出の取組にどのように寄与するか記載すること。
 
（２）事業の効果
	



　　　（注）１　事業で実施する取組が地域農業や地域経済にどのように波及するか記載すること。
　　　　　　２　人材育成研修会に参加した人材が地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出の取組をどのように進めていくか等を記載すること。
　　　　　　

（３）事業の実施方針
　　　ア　事業実施年度の実施方針
	



　　　（注）１　事業実施年度における人材育成研修会の内容を具体的に記載すること。
　　　　　　２　事業効果を高める方策を記載すること。なお、研修受講者等を都道府県サポートセンターの支援対象者に積極的に選定する計画がある場合は、研修内容との関連性を明記すること。

　　　イ　事業実施年度以降の実施方針
	



（注）事業実施年度以降の地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出を推進するための取組及びスケジュールを記載すること。


（４）事業の成果目標
ア　成果目標の概要
	



　　　（注）達成すべき定量的な数値目標を記載すること。

　　　イ　定量的な目標の推移
	定量的な目標

	事業実施前年度　
（　年）
	　　　事業実施年度
　　　（　年）


	

	

	
	
	


（注）目標年度は事業実施年度から原則、事業実施年度とし、目標年度までの間の定量的な数値目標を記載すること。
ウ　事業成果・効果の検証方法
	



　　　　（注）１　イの目標の達成状況を確認できる成果指標を記載すること。
　　　　　　　２　上記指標の計測・確認方法を明らかにし、事業の実施前後を比較し、検証する方法を記載すること。

エ　目標年度までの事業活動
	



（注）イに記載した事業実施年度において、取り組む予定の事業内容を記載すること。

（５）事業内容
人材育成研修会（講義・実習）の開催
	名称
	開催日
	開催場所
	実施内容
	参加人数

	


	
	
	
	


（注）１　実施内容には、研修プログラムの概要、開催日数、カリキュラム数、カリキュラムの策定方針、研修生の募集方法、研修生の選定方法等について記載すること。
２　研修会のうちデジタル人材の育成に関するものがあれば別に記載すること。

別紙様式第５号

						番　 　　　　　　　号　　
年 　　　月　　　　日　　

農村振興局長　殿



事業承認者




[bookmark: _Hlk180561627]令和　　年度農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出対策）のうち地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）の関係書類の提出（報告）について

農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出対策）実施要領（令和４年４月１日付け３農振第2921号農林水産省農村振興局長通知）別記２－２第５又は第９の規定に基づき、下記の事項について提出（報告）します。


記


	
	事業実施計画（の変更）の報告について

	
	地域プランナー等の派遣を受けた支援対象者等の経営改善状況の報告について

	
	事業実施状況の報告について

	
	事業内容等の点検結果を踏まえた指導の結果報告について



※　該当する事項に「○」を記入してください。



別紙様式第６号

支援シート

１　事業者概要
	



（注）商号又は名称や所在地、代表者の役職名・氏名、資本金、従業員数等の事業者に関する基礎的な情報を記載すること。

２　取組概要（現状と計画）
	



（注）１　現状として、これまでに活用した補助事業や総合化事業計画等の認定の有無等の事業者の取組の現状を具体的に記載すること。
２　計画として、活用する地域資源の特徴及び見込み数量や生産・製造工程別に商品の販売先・流通方法、加工商品の状況、製造加工施設、デジタル技術の活用等の計画の概要を具体的に記載すること。

３　経営者の現行のビジョン・戦略の概要
	



（注）事業者の現行のビジョン・戦略を具体的に記載すること。

４　経営指標（決算情報）
	



（注）１　事業者の経営状況を確認するための指標を３年間分記載すること。
２　指標には、「地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出の取組に係る売上高」、「経営全体の売上高」、「経営全体の営業利益」及び「付加価値額」は必ず記載すること。

５　これまでの支援状況及び現状の課題
	



（注）これまでの支援状況及び現在認識している課題を生産・製造工程別に記載すること。

６　支援内容
	



（注）１　支援開始後の支援内容等を記載すること。
　　　２　支援内容等として、実施内容（支援関係者毎に整理）や支援体制（支援関係者の相関　　
図、役割分担等）、全体スケジュール（支援計画、支援要旨等）、支援結果、次年度以　
降の支援を要する内容及び理由等を具体的に記載すること。
　　　３　２の支援内容等の各項目について、支援の進捗状況等を踏まえ記載することが困難
　　　　な場合は、その理由を記載することにより代えることができる。
　　

７　課題解決（改善）の方向性
	



（注）１　課題解決（改善）に向けた方向性等を記載すること。
　　　２　方向性等として、現状認識されている課題や支援により整理された課題の総括、改善　　　
の方向性、組織マネジメント計画、行動計画表（改善項目、具体策、目標水準、責任者、
スケジュール）を具体的に記載すること。
　　　３　２の方向性等の各項目について、支援の進捗状況等を踏まえ記載することが困難な場合は、その理由を記載することにより代えることができるものとする。

８　経営改善戦略（計画）の概要
	



（注）１　上記７の項目を踏まえ、実施すべき改善方策を具体的に記載する。
　　　２　１の実施すべき改善方策について、支援の進捗状況等を踏まえ記載することが困難な場合は、その理由を記載することにより代えることができるものとする。

９　経営改善戦略の実行状況
	



（注）経営改善戦略の実行状況を具体的に記載すること。

10　経営改善状況
	



（注）１　経営改善状況を具体的に記載すること。
２　経営改善状況について、経営改善状況の総括や「地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出の取組に係る売上高」、「経営全体の売上高」、「経営全体の営業利益」、「付加価値額」は必ず記載すること。
　　　３　２の経営改善状況について、事業活動の進捗状況等を踏まえ記載することが困難な場合は、その理由を記載することにより代えることができるものとする。

11　その他必要な情報
	



（注）上記１から10までに掲げる項目の他、必要に応じて記載すること。




別紙様式第７号

支援報告シート

	支援実施日時
	



	支援依頼機関名
	


	相談者名
	


	プランナー氏名
	


	派遣同行者
	


	支援実施場所
	



（注）相談者名には、商号又は名称、担当者の氏名及び役職を記載すること。

	相談内容
	



（注）支援対象者等への支援を行った中央プランナー等が記載すること。

	課題
	支援内容

	

	





	支援依頼機関による支援状況の確認及び評価

	支援状況
	支援に対する評価

	


	




（注）１　支援状況は、中央プランナー等の支援内容が適切であったか等を支援依頼機関が記載　
すること。
２　支援に対する評価は、専門知識、提案内容等を踏まえて支援依頼機関が記載すること。
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別紙様式第11号

経営改善状況調査

１　事業者概要
	




（注）商号又は名称や所在地、代表者の役職名・氏名、資本金、従業員数等の事業者に関する基礎的な情報を記載すること。

２　事業年度ごとの経営改善状況
	



（注）経営改善状況の総括や経営改善戦略の実行状況、「地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出の取組に係る売上高」、「経営全体の売上高」、「経営全体の営業利益」、「付加価値額」を必ず記載すること。

３　その他必要な情報
	



（注）上記１及び２に掲げる項目の他、必要に応じて記載すること。














別紙様式第12号

						番　 　　　　　　　号　　
年 　　　月　　　　日　　

  都道府県知事　　殿




市町村名
　　住所・連絡先 　　　　　　　　
代表者名 　　　　　　　　



令和　年度農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出対策）のうち地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）の実施について（協議）


今般、（市町村名）においては、農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出対策）実施要領（令和４年４月１日付け３農振第2921号農林水産省農村振興局長通知）による次の取組の実施を計画しています。
ついては、同要領別記２－２第４の２の（６）のイの(ア)の規定に基づき、本事業による次の取組について、別添の事業実施計画を提出しますので、審査をお願いいたします。

記


	
	別表１の２の具体的な事業内容の（４）の取組について

	
	別表１の２の具体的な事業内容の（５）の取組について



※　該当する事項に「○」を記入してください。


別紙様式第13号

特認団体承認申請書


１　団体の名称

２　主たる事務所の所在地

３　代表者の役職名及び氏名

４　設立年月日

５　事業年度（　月～　月）

６　構成員

７　設立目的

８　事業実施計画の内容

９　特記すべき事項

10　添付書類
（１）定款、組織規程、経理規程等の組織運営に関する規約及び総会等で承認されている直近３か年の事業計画、収支予算等
（２）新たに設立された団体にあっては、設立に関する関係者の協議・調整等を示す書類（創立総会議事録写し等）
（３）その他参考資料















別紙様式第14号
	文書番号（任意記載）
	

	報告年月日
	令和　年　月　日



	事業実施主体名
	

	代表者役職及び氏名
	



	報告先
	



令和　年度地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）のうち地域資源活用・地域連携サポート事業の事業実施状況の報告について



１　事業の実施を踏まえた支援課題
	





２　成果目標に対する実績値、事業の効果、事業実施後の課題、改善方策及び評価結果
	



（注）１　成果目標及び成果目標に対する実績値を記載すること。
２　事業実施による効果、事業実施後の課題及び課題改善方策並びに事業の実施を踏まえた点検・評価結果を定量的な根拠に基づいて具体的に記載すること。
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